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研究要旨 
 行政栄養士養成プログラムの開発にあたっては、行政栄養士の実態や取り巻く状況等を考慮し、

検討する必要がある。本研究は、プログラムの検討の基礎資料として、市町村の行政栄養士がス

キルアップのために必要な研修及び環境・体制を把握、検討することを目的とした。 
 2021 年に実施した「市町村（保健所設置市を除く）に勤務する行政栄養士を対象とした調査」

のうち、解析項目は「スキルアップのため、現在勤務している自治体及び都道府県が実施した研

修で特に役立ったと思う内容（複数回答）」、「スキルアップを開始しようとする際に必要なこと（複

数回答）」等とした。現在の職位で係員と監督職（係長に準ずる）・管理職（課長補佐・主幹以上）

の 2 群に分け、統計解析を行った。 
 研修で役立ったと思う内容は、「栄養・食生活・食育・給食経営管理に関する研修」の回答割合

が 67.9％、次いで「保健活動業務に関する研修」の回答割合が 53.7％であった。職位による比較

では、係員群において、「保健活動業務に関する研修」、「栄養・食生活・食育・給食経営管理に関

する研修」の割合が高かった。一方、監督職・管理職群において、「健康危機管理（感染症対策・

災害時対応）に関する研修」、「各種データの分析（統計学）に関する研修」、「PDCA サイクルに

基づく政策形成・評価に関する研修」、「企画能力に関する研修」の割合が有意に高かった。栄養

専門職としての研修を基本とし、職位が高くなると組織マネジメントや政策に関する研修の有用

性が高まっていた。スキルアップを開始しようとする際に必要なことは、「時間が確保できること」

の回答割合が 54.8％、次いで「上司や同僚からの理解や協力が得られること」の回答割合が 35.4％で

あり、行政栄養士の少数配置による影響と考えられる回答が多かった。職位による比較では、係員

群において「金銭面の支援や確保ができること」、監督職・管理職群において「業務負担の軽減」

が有意に高かった。今後、これらを踏まえた行政栄養士養成プログラムを提供する必要がある。 
 
Ａ．研究目的 
 公衆衛生領域に勤務する行政栄養士養成

プログラムの開発にあたっては、行政栄養

士の実態や取り巻く状況等を考慮し、検討

する必要がある。 
市町村（保健所設置市及び特別区を除く）

において、行政栄養士の配置率は 87％と報

告されている 1)。行政栄養士の配置のある市

町村のうち、約 4 割が 1 人、約 2 割が 2 人

配置であり、１市町村当たりの行政栄養士

数は極めて少ない状況となっている 1)。すな

わち、行政栄養士 1 人 1 人の能力や知識、

スキルがその地域の公衆栄養活動に大きく

影響するといえる。管理栄養士は栄養専門

職として継続的に学ぶ機会や卒後教育の充

実が求められているものの 2)、行政栄養士は

少人数配置により、専門職としての人材育

成やその体制整備が全国的な課題となって
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いる。 
本研究では、行政栄養士養成プログラム

の検討の基礎資料として、市町村の行政栄

養士がスキルアップのために必要な研修及

び環境・体制を把握、検討することを目的と

した。 
 

Ｂ．研究方法 
1. 研究対象 

本研究は、2021 年 1 月～3 月にインター

ネットにて実施した「市町村（保健所設置市

を除く）に勤務する行政栄養士を対象とし

た調査」において、地域の健康づくりに勤務

経験のある者のデータを用いて実施した。 
 

2. 解析項目 
「市町村（保健所設置市を除く）に勤務す

る行政栄養士を対象とした調査」の調査項

目のうち、基本属性（年代、性別、現在勤務

している行政区分、行政機関・部署、現在の

職位[本庁の職位として勘案]、学歴[管理栄

養士・栄養士資格の取得もしくは関連分野

に関わる最終学歴]）、「あなた自身のスキル

アップのため、現在勤務している自治体及

び都道府県が実施した研修で特に役立った

と思う内容を 5つ以内に選んでください。」、

「環境が整備され、自身がスキルアップを

開始しようとする際、必要なことは何です

か。理由として最も当てはまるものを、3 つ

以内で選んでください。」の設問を用いた。 
 

3. 統計解析 
 統計処理は、現在の職位で係員と監督職

（係長に準ずる）・管理職（課長補佐・主幹

以上）の 2 群に分け、IBM SPSS Statistics 
25（日本アイ・ビー・エム株式会社）を用い、

カイ二乗検定あるいは分布の偏りでカイ二

乗検定ができない場合Fisherの正確確率検

定を行った。有意水準は p<0.05（両側）と

した。 
 
4. 倫理面への配慮 

本研究は大阪市立大学生活科学研究科生

活科学部研究倫理委員会の承認を受け実施

した（受付番号 20-27）。 
 
Ｃ．研究結果 

回答が得られた 1,031 名の市町村行政栄

養士のうち、地域の健康づくり業務の経験

がない者を除外した 899 名（係員 764 名、

監督職 106 名、管理職 29 名）を解析対象者

とした。 

 
1. 基本属性 
対象者の基本属性を表 1 に示した。地域

の保健センターに勤務している者が 60.5％
であり、本庁に勤務している者は 36.4％で

あった。また、監督職・管理職の 97％が 40
歳代及び 50 歳代であった。 
 
2. スキルアップのために役立った研修内容 
スキルアップのために研修で特に役立っ

たと思う内容を表 2 に示した。役立った研

修内容は、「栄養・食生活・食育・給食経営

管理に関する研修」67.9％、次いで「保健活

動業務に関する研修」53.7％、「医学的な知

識に関する研修」35.8％であった。 
職位による比較では、係員群において「保

健活動業務に関する研修」、「栄養・食生活・

食育・給食経営管理に関する研修」の割合が

高かった（p=0.011、p=0.055）。監督職・管

理職群において、「健康危機管理（感染症対

策・災害時対応）に関する研修」、「各種デー

タの分析（統計学）に関する研修」、「PDCA
サイクルに基づく政策形成・評価に関する

研修」、「企画能力に関する研修」の割合が係

員群と比較し、有意に高かった（p<0.005）。 
 

3. スキルアップを開始する際に必要なこと 
スキルアップを開始しようとする際に必要なこ

とを表 3 に示した。スキルアップを開始しようと

する際に必要なことは、「時間が確保できること」

54.8％が最も多く、次いで「上司や同僚からの

理解や協力が得られること」35.4％であった。 
職位による比較では、係員群において「金銭

面の支援や確保ができること」、監督職・管理

職群において「業務負担の軽減」が有意に高

かった（p<0.01）。 
 
Ｄ．考察 
本研究は、行政栄養士養成プログラム開

発を目指し、現役の市町村行政栄養士がス

キルアップのために役立った研修や必要と

考える環境・体制を把握することを目的に

実施した。 
市町村の行政栄養士がスキルアップのた

めに役立ったと考える研修内容は、公衆栄

養活動を行うための栄養専門職としての研

修内容をベースとし、職位が高くなると専

門職としての知識・スキルの他、組織マネジ

メントや政策に関する内容の有用性が高く

なっていた。行政栄養士に求められる経験

年数別コンピテンシーにおいても、管理期

（15 年以上）は課題を政策につなげるマネ
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ジメント力等、中堅期（5～10 年）は栄養課

題が明らかにできる情報収集と分析等、新

任期（3 年未満）は組織・自分の役割や調査・

研修参加によるスキル向上、といったそれ

ぞれ特徴的な項目に集約されたと報告され

ている 3)。本研究において監督職あるいは管

理職である者は 40 歳代及び 50 歳代であっ

たことから、大部分が 15 年以上の経験年数

を有すると推測される。役立ったと考える

研修の受講のタイミング（受講時の経験年

数・職位等）は不明であるが、職位が上がっ

た後、組織マネジメントや政策等の必要な

スキルを得るために研修を初めて受講する

には遅く、係員であっても監督職あるいは

管理職に就くことを見据え、経験年数等に

よって研修を選ぶ仕組みを構築する必要が

あると考えられる。 
スキルアップを開始する際に必要なこと

において、「時間が確保できること」が半数以

上と最も多かった。市町村の行政栄養士の約

6 割が 1 人～2 人配置であり 1)、専門職種とし

ての業務の分担や負担軽減が難しいことが伺

われた。さらに、「上司や同僚からの理解や協

力が得られること」の回答が約 4 割と多かった。

管理栄養士・栄養士は少数配置であることから、

上司が他職種である場合が多い。厚生労働省

の通知 4)において、自治体は行政栄養士の育

成に当たり、多職種協働の必要性や職位・業

務年数に応じて求められる能力が獲得できるよ

うな現任教育の体制整備が求められている。し

かし、実際には他職種から行政栄養士業務の

理解が十分に得られておらず、スキルアップを

したいと考えた場合においても取り組みにくい

状況であることが伺われた。 
以上より、行政栄養士の人材育成には、職

位や経験年数といった各ステージに応じた育

成プログラムを提供し、各々が必要な内容を選

択できるようにすること、行政栄養士業務や研

修成果の見える化により他職種からの理解を

得られるような体制・環境を整備することが必要

であると考える。 
 
Ｅ．結論 
 市町村の行政栄養士の考えるスキルアッ

プのために役立った研修内容は、栄養専門

職としての研修を基本とし、職位が高くな

ると組織マネジメントや政策に関する研修

の有用性が高くなっていた。また、スキルア

ップする際に必要なことは、時間の確保や

上司・同僚からの理解といった少数配置に

よる影響と考えられる回答が多かった。今

後、これらを踏まえた行政栄養士養成プロ

グラムを作成する必要がある。 
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表１　対象者の基本属性

n ％ n ％ n ％

年代
　20歳代 220 24.5 220 28.8 0 0.0
　30歳代 279 31.0 275 36.0 4 3.0
　40歳代 259 28.8 190 24.9 69 51.1
　50歳代 141 15.7 79 10.3 62 45.9
性別
　女性 876 97.4 744 97.4 132 97.8

　男性 23 2.6 20 2.6 3 2.2

現在勤務している行政区分
　市 610 67.9 518 67.8 92 68.1
　町または村 289 32.1 246 32.2 43 31.9
現在勤務している行政機関・部署
　本庁 327 36.4 279 36.5 48 35.6
　地域の保健センター 544 60.5 459 60.1 85 63.0
　その他 27 3.0 25 3.3 2 1.5
　未記入 1 0.1 1 0.1 0 0.0

　専門学校 34 3.8 29 3.8 5 3.7
　短期大学 207 23.0 144 18.8 63 46.7
　短期大学専攻科 33 3.7 26 3.4 7 5.2
　大学 601 66.9 543 71.1 58 43.0
　大学院修士課程 23 2.6 21 2.7 2 1.5
　大学院博士後期課程 1 0.1 1 0.1 0 0.0

係員　n=764 監督職・管理職　n=135全体　n=899

学歴（管理栄養士・栄養士資格の取得もしくは関連分野に関わる最終学歴）
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関
す
る
研
修

45
5.
0

37
4.
8

8
5
.9

0
.5
9
5

情
報
収
集
に
関
す
る
研
修
　

45
5.
0

37
4.
8

8
5
.9

0
.5
9
5

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
関
す
る
研
修

42
4.
7

26
3.
4

1
6

11
.9

<0
.0
0
1

報
告
書
や
論
文
作
成
に
関
す
る
研
修
　

25
2.
8

20
2.
6

5
3
.7

0
.4
0
7

*

組
織
経
営
能
力
（
「人
・も
の
・予
算
」の
適
切
な
獲
得
）に
関
す
る
研
修
　

22
2.
4

17
2.
2

5
3
.7

0
.3
5
8

*

ジ
ョ
ブ
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

7
0.
8

3
0.
4

4
3
.0

0
.0
1
2

*

論
文
読
解
や
論
文
活
用
に
関
す
る
研
修
　
　

6
0.
7

5
0.
7

1
0
.7

1
.0
0
0

*

そ
の
他

29
3.
2

22
2.
9

7
5
.2

0
.1
8
2

*

χ
2 検
定
　
＊
F
is
h
er
の
正
確
確
率
検
定

係
員
　
n
=
7
6
4

監
督
職
・
管
理
職
　
n
=
1
3
5

p
全
体
　
n
=
8
9
9
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